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国

税

庁

は

�

日

、

「

令

和

７

年

分

の

類

似

業

種

比

準

価

額

計

算

上

の

業

種

目

及

び

業

種

目

別

株

価

等

に

つ

い

て

（

法

令

解

釈

通

達

）

」

と

「

類

似

業

種

比

準

価

額

計

算

上

の

業

種

目

分

類

に

つ

い

て

（

情

報

）

」

を

公

表

し

た

。

７

年

分

の

類

似

業

種

株

価

等

通

達

に

つ

い

て

は

、

日

本

標

準

産

業

分

類

の

第

�

回

改

定

が

行

わ

れ

、

６

年

４

月

に

施

行

さ

れ

て

い

る

こ

と

に

伴

い

、

業

種

目

が

見

直

さ

れ

て

い

る

。

同

情

報

に

お

い

て

、

別

表

「

日

本

標

準

産

業

分

類

の

分

類

項

目

と

類

似

業

種

比

準

価

額

計

算

上

の

業

種

目

と

の

対

比

表

」

の

７

年

分

も

掲

載

さ

れ

て

お

り

、

評

価

会

社

の

類

似

業

種

の

業

種

目

に

つ

い

て

は

、

別

表

に

基

づ

き

判

定

す

る

こ

と

に

な

る

。

な

お

、

建

設

業

や

専

門

・

技

術

サ

ー

ビ

ス

業

に

お

い

て

、

業

種

目

が

見

直

さ

れ

て

い

る

（

図

表

参

照

）

。

　

類

似

業

種

株

価

等

通

達

の

業

種

目

及

び

標

本

会

社

の

業

種

目

は

、

日

本

標

準

産

業

分

類

に

基

づ

い

て

区

分

さ

れ

て

い

る

。

日

本

標

準

産

業

分

類

は

、

平

成

�

年

の

前

回

改

定

か

ら

�

年

が

経

過

し

、

そ

の

間

の

経

済

・

社

会

の

状

況

に

変

化

が

生

じ

た

こ

と

を

踏

ま

え

、

令

和

５

年

６

月

に

第

�

回

改

定

が

行

わ

れ

、

６

年

４

月

に

施

行

さ

れ

た

。

こ

れ

に

伴

い

、

７

年

分

の

類

似

業

種

株

価

等

通

達

に

つ

い

て

、

業

種

目

が

見

直

さ

れ

た

。

　

ま

た

、

標

本

会

社

の

業

種

目

の

判

定

を

行

っ

た

結

果

、

標

本

会

社

が

少

数

と

な

る

業

種

目

に

つ

い

て

は

、

特

定

の

標

本

会

社

の

個

性

が

業

種

目

の

株

価

等

に

強

く

反

映

さ

れ

る

こ

と

と

な

る

こ

と

か

ら

、

こ

の

よ

う

な

影

響

を

排

除

す

る

た

め

、

業

種

目

の

統

合

を

行

う

と

と

も

に

、

標

本

会

社

が

多

数

と

な

る

業

種

目

に

つ

い

て

は

、

業

種

目

の

新

設

を

行

っ

た

と

し

て

い

る

。

　

今

回

の

業

種

目

の

見

直

し

に

よ

り

、

７

年

分

の

類

似

業

種

比

準

価

額

計

算

上

の

業

種

目

は

、

別

表

の

７

年

分

の

対

比

表

の

と

お

り

と

な

り

、

評

価

会

社

の

類

似

業

種

の

業

種

目

に

つ

い

て

は

、

別

表

に

基

づ

き

判

定

す

る

こ

と

と

な

る

。

　

な

お

、

７

年

分

の

類

似

業

種

株

価

等

通

達

で

は

、

１

月

分

と

２

月

分

が

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

６

年

中

に

相

続

、

遺

贈

ま

た

は

贈

与

に

よ

り

取

得

し

た

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

価

額

を

評

価

す

る

場

合

に

お

け

る

類

似

業

種

比

準

価

額

計

算

上

の

業

種

目

は

、

第

�

回

改

定

前

の

日

本

標

準

産

業

分

類

に

よ

る

平

成

�

年

分

の

対

比

表

に

基

づ

き

判

定

す

る

こ

と

と

な

る

。

　

政

府

が

�

日

に

閣

議

決

定

し

た

デ

ジ

タ

ル

社

会

の

実

現

に

向

け

た

重

点

計

画

の

中

で

、

近

年

の

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

の

普

及

拡

大

や

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

利

用

の

拡

大

と

い

っ

た

環

境

変

化

等

を

踏

ま

え

、

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

に

よ

る

申

告

（

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

）

の

廃

止

を

含

め

た

あ

り

方

を

検

討

し

、

令

和

７

年

度

中

に

結

論

を

得

る

こ

と

と

さ

れ

た

。

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

は

当

初

か

ら

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

が

普

及

す

る

ま

で

の

暫

定

的

な

対

応

と

さ

れ

て

い

た

た

め

、

い

ず

れ

は

廃

止

さ

れ

る

も

の

と

み

ら

れ

て

い

た

が

、

廃

止

に

向

け

た

検

討

が

本

格

化

す

る

こ

と

に

な

る

。

　

個

人

の

納

税

者

が

行

う

本

人

送

信

の

際

の

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

利

用

方

法

に

は

、

平

成

�

年

１

月

よ

り

前

か

ら

あ

る

「

従

来

の

方

式

」

と

�

年

１

月

か

ら

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

利

用

の

簡

便

化

策

と

し

て

導

入

さ

れ

た

「

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

方

式

」

お

よ

び

「

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

」

が

あ

る

。

　

こ

の

う

ち

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

方

式

は

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

を

使

っ

て

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

経

由

ま

た

は

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

な

ど

か

ら

ロ

グ

イ

ン

す

る

だ

け

で

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

利

用

が

で

き

、

申

告

等

デ

ー

タ

の

送

信

が

で

き

る

方

法

。

他

方

、

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

は

税

務

署

等

で

職

員

に

よ

る

本

人

確

認

の

上

、

発

行

さ

れ

た

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

用

の

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

を

利

用

し

て

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

を

行

う

方

法

で

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

方

式

と

は

違

っ

て

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

は

不

要

だ

。

　

令

和

６

年

分

の

所

得

税

等

の

確

定

申

告

で

自

宅

等

か

ら

納

税

者

本

人

が

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

申

告

を

行

っ

た

約

８

２

４

万

人

の

う

ち

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

方

式

を

利

用

し

た

人

が

約

６

４

０

万

人

（

全

体

の

�

・

７

％

）

、

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

を

利

用

し

た

人

が

約

１

４

４

万

人

（

同

�

・

５

％

）

、

そ

の

他

の

従

来

の

方

式

を

利

用

し

た

人

が

約

�

万

人

（

同

４

・

８

％

）

と

な

っ

て

お

り

、

直

近

で

も

本

人

に

よ

る

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

６

人

に

１

人

以

上

は

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

を

利

用

し

て

い

る

。

　

た

だ

、

２

年

分

の

申

告

と

比

べ

て

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

方

式

の

利

用

者

が

４

・

８

倍

近

く

に

ま

で

伸

び

て

い

る

一

方

、

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

の

利

用

者

は

�

％

以

上

減

っ

て

お

り

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

方

式

の

利

用

者

が

拡

大

す

る

中

で

、

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

の

利

用

割

合

は

年

々

低

下

し

て

い

た

。

　

ま

た

、

総

務

省

に

よ

る

と

、

７

年

５

月

末

時

点

の

全

人

口

に

占

め

る

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

の

保

有

割

合

は

�

・

５

％

と

な

っ

て

お

り

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

も

一

定

程

度

、

普

及

し

た

と

い

え

る

水

準

に

ま

で

達

し

た

。

　

こ

う

し

た

こ

と

を

背

景

に

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

の

廃

止

に

向

け

た

検

討

に

着

手

す

る

こ

と

に

な

っ

た

と

考

え

ら

れ

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
７ ６ �

第３６５５号
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自

民

党

の

勉

強

会

が

、

外

国

人

旅

行

者

向

け

消

費

税

免

税

制

度

の

廃

止

等

を

求

め

る

提

言

書

を

小

野

寺

五

典

政

調

会

長

、

宮

沢

洋

一

税

調

会

長

に

提

出

し

た

。

日

本

は

観

光

立

国

と

し

て

成

熟

期

を

迎

え

て

き

て

お

り

、

免

税

制

度

は

そ

の

役

目

を

終

え

た

な

ど

と

し

て

い

る

★

訪

日

外

国

人

旅

行

者

数

は

コ

ロ

ナ

禍

後

、

急

回

復

し

て

お

り

、

令

和

６

年

は

過

去

最

多

の

３

６

８

７

万

人

と

な

り

、

消

費

額

も

８

兆

円

超

で

過

去

最

高

を

更

新

し

た

。

国

交

省

に

よ

る

と

、

直

近

の

伸

び

率

で

推

移

す

れ

ば

、

政

府

目

標

で

あ

る

令

和

�

年

に

訪

日

外

国

人

旅

行

者

数

６

０

０

０

万

人

、

消

費

額

�

兆

円

も

視

野

に

入

る

状

況

だ

と

し

て

い

る

★

免

税

制

度

は

、

免

税

購

入

品

の

国

内

で

の

横

流

し

等

の

不

正

に

対

応

す

る

た

め

、

令

和

８

年

�

月

か

ら

リ

フ

ァ

ン

ド

方

式

へ

の

移

行

が

決

定

し

て

い

る

状

況

。

年

末

の

税

制

調

査

会

で

廃

止

等

が

議

論

さ

れ

る

こ

と

は

あ

る

の

だ

ろ

う

か

。

（

Ｔ

）

　

政

府

は

�

日

、

経

済

財

政

運

営

と

改

革

の

基

本

方

針

（

い

わ

ゆ

る

骨

太

の

方

針

）

２

０

２

５

や

新

し

い

資

本

主

義

の

グ

ラ

ン

ド

デ

ザ

イ

ン

及

び

実

行

計

画

２

０

２

５

改

訂

版

を

閣

議

決

定

し

た

。

こ

れ

ら

の

中

で

は

、

６

日

に

明

ら

か

に

さ

れ

た

骨

太

の

方

針

の

原

案

な

ど

で

も

示

さ

れ

て

い

た

と

お

り

、

昭

和

�

年

以

降

�

年

以

上

に

わ

た

り

据

え

置

か

れ

て

い

る

食

事

支

給

に

係

る

所

得

税

の

非

課

税

限

度

額

の

速

や

か

な

見

直

し

が

盛

り

込

ま

れ

た

。

同

非

課

税

限

度

額

の

見

直

し

（

引

上

げ

）

は

、

政

府

・

与

党

だ

け

で

な

く

、

立

憲

民

主

党

や

国

民

民

主

党

と

い

っ

た

主

要

野

党

も

政

策

に

掲

げ

て

お

り

、

実

現

の

見

込

み

が

高

ま

っ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

�

日

、

「

イ

ン

ボ

イ

ス

の

取

扱

い

に

関

す

る

ご

質

問

」

を

更

新

し

た

（

６

月

�

日

号

３

面

参

照

）

。

追

加

さ

れ

た

問

５

「

適

格

請

求

書

の

交

付

に

当

た

っ

て

の

金

銭

的

負

担

」

で

は

、

イ

ン

ボ

イ

ス

を

電

子

デ

ー

タ

で

提

供

し

て

い

る

事

業

者

が

、

書

面

で

の

交

付

を

求

め

ら

れ

た

場

合

に

、

印

刷

代

な

ど

に

係

る

実

費

相

当

分

の

手

数

料

と

し

て

１

１

０

円

（

税

込

み

）

の

負

担

を

求

め

る

こ

と

に

問

題

は

な

い

か

と

い

う

問

い

に

対

し

、

当

該

手

数

料

等

が

書

面

の

発

行

な

ど

の

事

務

負

担

等

に

係

る

費

用

と

し

て

社

会

通

念

上

相

当

と

認

め

ら

れ

る

も

の

で

あ

る

場

合

に

は

、

直

ち

に

問

題

と

な

る

も

の

で

は

な

い

と

考

え

ら

れ

る

と

回

答

し

て

い

る

。

　

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

は

、

取

引

の

相

手

方

で

あ

る

課

税

事

業

者

か

ら

の

求

め

に

応

じ

て

イ

ン

ボ

イ

ス

を

交

付

す

る

義

務

が

生

じ

る

。

ま

た

、

イ

ン

ボ

イ

ス

の

交

付

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

イ

ン

ボ

イ

ス

の

記

載

事

項

に

係

る

電

磁

的

記

録

を

提

供

す

る

方

法

に

よ

り

行

う

こ

と

も

可

能

で

あ

り

、

ど

の

よ

う

な

方

法

で

交

付

ま

た

は

提

供

す

る

か

は

、

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

が

、

取

引

の

相

手

方

と

の

関

係

性

等

を

踏

ま

え

た

上

で

判

断

す

る

こ

と

と

な

る

と

し

た

。

　

そ

の

際

、

イ

ン

ボ

イ

ス

の

記

載

事

項

に

係

る

電

磁

的

記

録

を

提

供

す

る

方

法

に

よ

り

イ

ン

ボ

イ

ス

の

交

付

義

務

を

満

た

す

こ

と

と

し

て

お

り

、

電

磁

的

記

録

に

よ

る

提

供

で

は

な

く

書

面

に

よ

る

交

付

を

求

め

て

き

た

事

業

者

に

対

し

て

印

刷

代

に

係

る

実

費

相

当

分

の

手

数

料

等

一

定

の

金

銭

的

負

担

を

求

め

る

こ

と

と

し

て

も

、

当

該

手

数

料

等

が

書

面

の

発

行

な

ど

の

事

務

負

担

等

に

係

る

費

用

と

し

て

社

会

通

念

上

相

当

と

認

め

ら

れ

る

も

の

で

あ

る

場

合

に

は

、

直

ち

に

問

題

と

な

る

も

の

で

は

な

い

と

考

え

ら

れ

る

と

し

た

。

　

な

お

、

受

領

す

る

手

数

料

等

は

「

書

面

に

よ

る

適

格

請

求

書

の

交

付

」

と

い

う

課

税

資

産

の

譲

渡

等

の

対

価

に

該

当

す

る

こ

と

か

ら

、

当

該

手

数

料

等

に

つ

い

て

も

イ

ン

ボ

イ

ス

の

交

付

義

務

が

生

じ

る

こ

と

に

な

る

と

し

た

。

　

財

務

省

は

�

日

、

「

急

増

す

る

少

額

輸

入

貨

物

へ

の

対

応

に

関

す

る

ワ

ー

キ

ン

グ

グ

ル

ー

プ

」

の

第

１

回

会

合

を

開

催

し

た

。

越

境

電

子

商

取

引

の

利

用

拡

大

を

背

景

に

、

日

本

へ

の

少

額

輸

入

貨

物

の

輸

入

件

数

が

急

増

し

て

お

り

、

こ

れ

に

伴

う

水

際

取

締

り

上

の

懸

念

へ

の

対

応

や

適

正

な

課

税

の

あ

り

方

に

つ

い

て

議

論

す

る

。

当

日

の

資

料

で

は

、

少

額

輸

入

貨

物

の

課

税

制

度

上

の

課

題

と

し

て

、

政

府

税

制

調

査

会

の

「

経

済

社

会

の

デ

ジ

タ

ル

化

へ

の

対

応

と

納

税

環

境

整

備

に

関

す

る

専

門

家

会

合

」

に

お

い

て

議

論

さ

れ

て

い

る

消

費

税

に

係

る

少

額

免

税

制

度

に

関

す

る

課

題

の

ほ

か

、

課

税

価

格

決

定

の

特

例

に

関

す

る

課

題

が

示

さ

れ

て

い

る

。

　

課

税

価

格

決

定

の

特

例

は

、

国

内

に

お

い

て

行

わ

れ

る

資

産

の

譲

渡

等

（

国

内

取

引

）

の

課

税

標

準

は

商

品

価

格

（

税

抜

価

格

）

と

さ

れ

て

い

る

と

こ

ろ

、

個

人

的

な

使

用

に

供

さ

れ

る

輸

入

取

引

に

つ

い

て

は

、

そ

の

商

品

の

卸

取

引

の

段

階

で

取

引

さ

れ

た

場

合

の

価

格

を

課

税

価

格

と

す

る

も

の

。

個

人

的

な

使

用

に

供

さ

れ

る

輸

入

貨

物

に

つ

い

て

、

仮

に

小

売

取

引

の

価

格

を

課

税

価

格

と

し

て

関

税

・

消

費

税

等

を

課

し

た

場

合

に

は

、

一

般

的

に

卸

売

取

引

の

価

格

で

関

税

等

が

課

さ

れ

る

輸

入

商

業

貨

物

に

比

し

て

関

税

・

消

費

税

額

等

が

割

高

と

な

り

課

税

の

公

平

を

失

す

る

こ

と

に

な

る

と

し

て

、

昭

和

�

年

に

、

当

時

珍

し

か

っ

た

海

外

旅

行

の

土

産

品

を

念

頭

に

法

制

化

さ

れ

た

。

　

具

体

的

に

は

、

海

外

小

売

価

格

に

０

・

６

を

乗

じ

た

金

額

が

輸

入

貨

物

の

課

税

価

格

と

な

る

た

め

、

国

内

取

引

と

の

間

で

課

税

標

準

に

一

定

の

乖

離

が

生

じ

る

こ

と

と

な

る

。

な

お

、

調

査

す

る

限

り

、

こ

う

し

た

特

例

を

設

け

て

い

る

国

は

な

い

と

し

て

い

る

。

　

課

税

価

格

決

定

の

特

例

に

関

す

る

課

題

と

し

て

は

、

①

個

人

使

用

を

目

的

と

す

る

輸

入

の

増

加

に

伴

い

、

国

内

事

業

者

と

国

外

事

業

者

と

の

間

で

競

争

上

の

不

均

衡

が

拡

大

、

②

個

人

的

な

使

用

に

供

さ

れ

る

も

の

か

否

か

と

い

う

貨

物

の

用

途

に

応

じ

て

、

当

該

特

例

の

適

用

可

否

が

決

ま

る

が

、

事

業

者

・

税

関

の

双

方

に

と

っ

て

そ

の

判

別

が

困

難

で

あ

る

こ

と

か

ら

大

き

な

負

担

、

③

個

人

使

用

と

偽

り

、

課

税

価

格

決

定

の

特

例

の

適

用

を

受

け

て

輸

入

し

、

国

内

に

お

い

て

転

売

す

る

事

案

も

見

受

け

ら

れ

、

脱

税

の

温

床

と

な

っ

て

い

る

可

能

性

が

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

国

税

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

の

タ

ッ

ク

ス

ア

ン

サ

ー

「

№

２

５

９

４

　

食

事

を

し

た

と

き

」

に

よ

る

と

、

企

業

が

役

員

や

使

用

人

に

支

給

す

る

食

事

は

、

①

役

員

や

使

用

人

が

食

事

の

価

額

の

半

分

以

上

を

負

担

し

て

い

る

こ

と

、

②

「

食

事

の

価

額

」

か

ら

「

役

員

や

使

用

人

が

負

担

し

て

い

る

金

額

」

を

差

し

引

い

た

金

額

が

１

か

月

当

た

り

３

５

０

０

円

（

消

費

税

等

を

除

く

）

以

下

で

あ

る

こ

と

―

―

の

二

つ

の

要

件

を

と

も

に

満

た

し

て

い

れ

ば

給

与

と

し

て

課

税

さ

れ

な

い

。

②

の

「

食

事

の

価

額

」

は

、

弁

当

な

ど

を

購

入

し

て

支

給

し

て

い

る

場

合

は

業

者

に

支

払

う

購

入

金

額

、

社

員

食

堂

な

ど

で

会

社

が

作

っ

た

食

事

を

支

給

し

て

い

る

場

合

は

食

事

の

材

料

費

や

調

味

料

な

ど

食

事

を

作

る

た

め

に

直

接

か

か

っ

た

費

用

の

合

計

額

を

指

す

。

　

こ

れ

ら

の

中

で

、

「

１

か

月

当

た

り

３

５

０

０

円

以

下

」

と

さ

れ

て

い

る

金

額

が

食

事

支

給

に

係

る

所

得

税

の

非

課

税

限

度

額

と

な

る

。

こ

の

金

額

な

ど

は

、

所

得

税

基

本

通

達

�

―

�

の

２

（

食

事

の

支

給

に

よ

る

経

済

的

利

益

は

な

い

も

の

と

す

る

場

合

）

で

示

さ

れ

て

い

る

。

　

今

回

、

骨

太

の

方

針

等

の

中

で

、

同

非

課

税

限

度

額

な

ど

の

見

直

し

方

針

を

示

し

た

理

由

と

し

て

は

、

経

済

が

物

価

上

昇

に

転

じ

た

中

で

、

政

府

自

身

が

物

価

上

昇

を

上

回

る

賃

金

上

昇

の

実

現

に

向

け

て

率

先

垂

範

す

べ

き

と

判

断

し

た

こ

と

が

挙

げ

ら

れ

て

い

る

。

具

体

的

な

引

上

げ

幅

に

つ

い

て

の

言

及

は

な

さ

れ

て

い

な

い

が

、

野

党

の

立

憲

民

主

党

は

昨

年

末

に

ま

と

め

た

７

年

度

税

制

改

正

に

関

す

る

主

要

提

言

の

中

で

７

０

０

０

円

程

度

ま

で

の

引

上

げ

を

、

国

民

民

主

党

も

同

じ

く

昨

年

末

に

ま

と

め

た

７

年

度

税

制

改

革

と

財

源

に

つ

い

て

の

考

え

方

の

中

で

、

同

６

０

０

０

円

程

度

へ

の

引

上

げ

を

、

そ

れ

ぞ

れ

求

め

て

お

り

、

野

党

か

ら

の

賛

同

も

得

や

す

い

。

　

な

お

、

新

し

い

資

本

主

義

の

グ

ラ

ン

ド

デ

ザ

イ

ン

で

は

、

同

非

課

税

限

度

額

を

含

む

予

算

・

税

制

に

係

る

公

的

制

度

の

基

準

額

な

ど

が

、

今

後

も

長

年

に

わ

た

っ

て

見

直

し

が

行

わ

れ

な

い

状

況

が

二

度

と

生

じ

な

い

よ

う

に

制

度

の

特

性

に

応

じ

た

定

期

的

な

改

定

ル

ー

ル

を

設

け

、

足

元

の

物

価

上

昇

に

的

確

に

対

応

で

き

る

よ

う

な

仕

組

み

づ

く

り

を

行

う

こ

と

も

記

載

さ

れ

て

い

る

。

（２）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　

４

日

開

催

の

定

時

連

絡

協

議

会

で

第

�

代

全

法

連

青

年

部

会

連

絡

協

議

会

会

長

に

就

任

し

た

。

　

青

年

部

会

は

租

税

教

育

活

動

、

財

政

健

全

化

の

た

め

の

健

康

経

営

活

動

、

会

員

増

強

活

動

の

三

つ

を

活

動

の

柱

に

据

え

る

。

こ

の

う

ち

、

租

税

教

育

活

動

に

つ

い

て

、

「

各

県

連

、

単

位

会

と

連

携

す

る

中

で

、

ま

だ

ま

だ

優

良

事

例

が

た

く

さ

ん

出

て

き

て

い

る

。

連

絡

協

議

会

と

し

て

は

、

全

国

に

４

４

０

あ

る

単

位

会

に

対

し

、

健

康

経

営

そ

の

他

の

情

報

も

含

め

て

、

し

っ

か

り

と

情

報

を

発

信

し

、

会

活

動

を

活

発

に

し

て

い

き

た

い

」

と

抱

負

を

語

る

。

　

単

位

会

が

小

学

校

な

ど

で

行

う

租

税

教

室

に

つ

い

て

は

「

授

業

を

受

け

た

子

と

受

け

て

い

な

い

子

と

で

、

こ

の

先

の

税

金

に

対

す

る

意

識

が

大

き

く

変

わ

っ

て

く

る

可

能

性

が

あ

る

。

重

要

な

意

味

を

持

つ

活

動

な

の

で

子

ど

も

た

ち

に

教

育

格

差

が

発

生

し

な

い

よ

う

に

、

一

校

で

も

、

そ

し

て

一

人

で

も

多

く

の

児

童

に

行

え

る

よ

う

に

努

め

て

い

く

」

と

し

た

。

　

都

内

で

金

属

リ

サ

イ

ク

ル

業

と

不

動

産

業

を

営

む

会

社

の

３

代

目

。

祖

父

、

父

が

地

域

貢

献

活

動

に

積

極

的

に

取

り

組

む

姿

を

見

て

育

っ

た

。

　

「

私

も

後

に

続

く

世

代

に

法

人

会

の

良

さ

、

青

年

部

会

の

良

さ

を

伝

え

て

い

く

立

場

に

な

っ

た

。

こ

う

し

た

役

職

に

就

く

と

、

租

税

教

室

に

講

師

な

ど

と

し

て

行

け

な

く

な

っ

た

り

す

る

も

の

だ

が

、

こ

れ

か

ら

も

継

続

し

、

ア

ク

テ

ィ

ブ

プ

レ

ー

ヤ

ー

と

し

て

活

動

す

る

姿

を

見

せ

て

い

き

た

い

」

（

山

）

　

国

税

庁

は

６

月

�

日

、

令

和

６

年

度

の

査

察

の

概

要

を

公

表

し

た

。

６

年

度

に

査

察

に

着

手

し

た

件

数

は

、

前

年

度

よ

り

３

件

減

の

１

５

１

件

で

、

処

理

（

検

察

庁

へ

の

告

発

の

可

否

を

判

断

）

し

た

件

数

は

、

前

年

度

よ

り

１

件

減

の

１

５

０

件

だ

っ

た

。

脱

税

総

額

は

、

前

年

度

よ

り

７

億

１

０

０

０

万

円

減

の

１

１

２

億

７

０

０

０

万

円

と

な

っ

て

い

る

。

告

発

件

数

は

、

前

年

度

よ

り

３

件

減

の

�

件

で

、

処

理

件

数

に

占

め

る

告

発

件

数

の

割

合

で

あ

る

告

発

率

は

、

前

年

度

よ

り

１

・

６

㌽

減

の

�

・

３

％

と

下

が

っ

た

。

告

発

分

の

脱

税

額

は

、

前

年

度

よ

り

７

億

１

０

０

万

円

減

の

�

億

３

０

０

０

万

円

と

減

少

し

た

。

同

庁

は

、

「

前

年

と

ほ

ぼ

同

じ

水

準

。

件

数

や

脱

税

総

額

に

つ

い

て

は

、

事

件

の

個

別

性

が

強

い

の

で

一

概

に

述

べ

る

の

は

難

し

い

」

と

し

て

い

る

。

　

査

察

事

件

で

６

年

度

中

に

一

審

判

決

が

言

い

渡

さ

れ

た

件

数

は

�

件

で

、

す

べ

て

に

有

罪

判

決

が

言

い

渡

さ

れ

、

そ

の

う

ち

、

�

人

に

対

し

実

刑

判

決

が

出

た

。

消

費

税

法

違

反

を

含

む

も

の

は

７

人

だ

っ

た

。

　

最

も

重

い

実

刑

判

決

を

見

て

み

る

と

、

査

察

事

件

単

独

の

も

の

は

、

輸

出

業

務

を

実

際

に

行

っ

て

い

な

い

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

輸

出

免

税

制

度

を

悪

用

し

、

架

空

の

輸

出

免

税

売

上

げ

及

び

架

空

の

課

税

仕

入

れ

を

計

上

す

る

こ

と

で

不

正

に

消

費

税

の

還

付

を

受

け

た

者

で

、

懲

役

２

年

６

カ

月

だ

っ

た

。

　

他

の

犯

罪

と

併

合

さ

れ

た

も

の

は

、

詐

欺

に

よ

り

得

た

収

入

を

除

外

す

る

な

ど

の

方

法

で

所

得

税

を

免

れ

た

者

で

、

懲

役

９

年

と

な

っ

て

い

る

（

詐

欺

、

詐

欺

幇

助

、

所

得

税

法

違

反

の

併

合

罪

）

。

　

こ

の

ほ

か

、

１

人

当

た

り

の

犯

則

税

額

は

５

９

０

０

万

円

、

１

人

当

た

り

の

懲

役

月

数

は

�

・

７

カ

月

、

１

人

（

社

）

当

た

り

の

罰

金

額

は

１

５

０

０

万

円

と

な

っ

て

い

る

（

す

べ

て

他

の

犯

罪

と

の

併

合

事

件

を

除

い

て

カ

ウ

ン

ト

）

。

　

６

年

度

に

お

い

て

同

庁

は

、

特

に

「

消

費

税

事

案

」

「

無

申

告

事

案

」

「

国

際

事

案

」

の

ほ

か

、

時

流

に

即

し

た

「

社

会

的

波

及

効

果

が

高

い

と

見

込

ま

れ

る

事

案

」

を

重

点

事

案

と

位

置

づ

け

、

積

極

的

に

調

査

を

実

施

。

　

消

費

税

事

案

は

前

年

度

よ

り

２

件

増

の

�

件

を

告

発

。

そ

の

う

ち

、

消

費

税

の

仕

入

税

額

控

除

制

度

や

輸

出

免

税

制

度

を

悪

用

し

た

不

正

還

付

事

案

は

、

前

年

度

よ

り

１

件

増

の

�

件

を

告

発

し

、

過

去

�

年

間

で

最

多

だ

っ

た

。

不

正

受

還

付

額

（

加

算

税

を

除

き

、

未

遂

の

還

付

額

を

含

む

）

は

、

前

年

度

よ

り

１

億

５

０

０

０

万

円

減

の

３

億

４

０

０

万

円

だ

っ

た

。

　

無

申

告

事

案

は

、

前

年

度

よ

り

３

件

減

の

�

件

を

告

発

し

、

そ

の

う

ち

、

不

正

行

為

は

な

い

も

の

の

、

故

意

に

申

告

書

を

提

出

し

な

い

で

税

を

免

れ

た

単

純

無

申

告

ほ

脱

事

案

は

前

年

度

よ

り

３

件

減

の

８

件

と

な

っ

て

い

る

。

　

国

際

事

案

は

、

前

年

度

よ

り

３

件

減

の

�

件

を

告

発

し

た

。

　

重

点

事

案

の

主

な

告

発

事

例

は

、

次

の

通

り

。

【

消

費

税

不

正

還

付

事

案

】

高

級

腕

時

計

の

輸

出

販

売

を

装

う

た

め

、

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

で

購

入

し

た

安

価

な

腕

時

計

を

用

意

し

高

価

な

腕

時

計

を

購

入

し

た

と

す

る

領

収

証

等

を

作

成

し

て

、

架

空

の

課

税

仕

入

れ

及

び

架

空

の

輸

出

免

税

売

上

げ

を

計

上

し

て

い

た

。

【

国

際

事

案

】

海

外

法

人

が

運

営

す

る

医

薬

品

等

の

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

販

売

事

業

に

係

る

コ

ン

サ

ル

テ

ィ

ン

グ

報

酬

に

つ

い

て

、

売

上

げ

か

ら

除

外

す

る

と

と

も

に

海

外

預

金

口

座

で

留

保

す

る

こ

と

に

よ

り

、

所

得

税

を

免

れ

て

い

た

。

　

政

府

税

制

調

査

会

は

�

日

、

第

５

回

の

税

制

の

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

に

関

す

る

専

門

家

会

合

会

（

座

長

＝

赤

井

伸

郎

大

阪

大

学

大

学

院

国

際

公

共

政

策

研

究

科

教

授

）

を

開

催

し

た

。

今

回

は

所

得

税

関

係

の

租

税

特

別

措

置

と

し

て

、

ス

ト

ッ

ク

オ

プ

シ

ョ

ン

税

制

と

エ

ン

ジ

ェ

ル

税

制

、

Ｎ

Ｉ

Ｓ

Ａ

制

度

の

効

果

検

証

に

つ

い

て

議

論

し

た

。

　

経

済

産

業

省

は

ス

ト

ッ

ク

オ

プ

シ

ョ

ン

税

制

に

つ

い

て

、

税

制

適

格

ス

ト

ッ

ク

オ

プ

シ

ョ

ン

を

発

行

す

る

ス

タ

ー

ト

ア

ッ

プ

企

業

数

や

社

外

高

度

人

材

の

活

用

数

な

ど

に

お

い

て

、

税

制

措

置

が

ポ

ジ

テ

ィ

ブ

に

働

い

た

可

能

性

が

示

唆

さ

れ

る

な

ど

と

説

明

し

た

。

エ

ン

ジ

ェ

ル

税

制

に

つ

い

て

も

、

非

課

税

措

置

に

よ

っ

て

ス

タ

ー

ト

ア

ッ

プ

へ

の

平

均

投

資

額

や

投

資

件

数

が

有

意

に

上

昇

す

る

こ

と

が

確

認

さ

れ

た

な

ど

と

説

明

し

た

。

　

Ｎ

Ｉ

Ｓ

Ａ

に

つ

い

て

は

、

金

融

庁

が

効

果

検

証

の

説

明

を

行

っ

た

。

令

和

６

年

１

月

の

Ｎ

Ｉ

Ｓ

Ａ

の

抜

本

的

拡

充

・

恒

久

化

に

伴

い

、

口

座

数

、

買

付

額

と

も

に

伸

び

が

拡

大

し

、

つ

み

た

て

投

資

枠

・

成

長

投

資

枠

と

も

に

、

幅

広

い

世

代

に

よ

る

利

用

が

見

ら

れ

る

と

し

た

。

Ｎ

Ｉ

Ｓ

Ａ

の

政

策

目

的

は

、

中

間

層

を

中

心

と

す

る

層

に

対

し

て

安

定

的

な

資

産

形

成

を

促

す

こ

と

で

あ

り

、

ア

ン

ケ

ー

ト

結

果

に

よ

る

と

、

Ｎ

Ｉ

Ｓ

Ａ

の

利

用

目

的

は

、

特

定

の

資

金

需

要

へ

の

対

応

よ

り

も

、

将

来

へ

の

備

え

や

資

産

形

成

で

あ

る

と

い

っ

た

回

答

が

多

い

な

ど

と

し

た

。

　

同

専

門

家

会

合

で

は

こ

れ

ま

で

に

、

中

小

企

業

や

法

人

税

関

係

で

は

中

小

企

業

者

等

の

法

人

税

率

の

特

例

、

中

小

企

業

投

資

促

進

税

制

、

中

小

企

業

経

営

強

化

税

制

、

研

究

開

発

税

制

に

つ

い

て

、

所

得

税

関

係

で

は

住

宅

ロ

ー

ン

減

税

、

リ

フ

ォ

ー

ム

促

進

税

制

、

セ

ル

フ

メ

デ

ィ

ケ

ー

シ

ョ

ン

税

制

に

つ

い

て

、

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

の

観

点

か

ら

効

果

検

証

を

行

っ

て

い

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　

公

益

財

団

法

人

全

国

法

人

会

総

連

合

（

小

林

栄

三

会

長

）

は

�

日

、

都

内

で

評

議

員

会

、

理

事

会

、

功

労

者

表

彰

式

を

開

い

た

。

　

評

議

員

会

で

は

、

法

人

会

の

原

点

で

あ

る

「

税

」

に

関

す

る

活

動

に

軸

足

を

置

く

と

と

も

に

、

企

業

活

動

の

活

性

化

や

地

域

社

会

の

健

全

な

発

展

に

資

す

る

事

業

展

開

に

力

を

そ

そ

ぐ

こ

と

な

ど

を

令

和

７

年

度

の

事

業

計

画

に

挙

げ

た

。

　

ま

た

、

理

事

会

で

は

、

会

長

な

ど

の

選

定

に

つ

い

て

審

議

を

行

い

、

㈱

Ｉ

Ｈ

Ｉ

で

社

長

、

会

長

を

務

め

、

現

在

は

特

別

顧

問

の

斎

藤

保

氏

が

新

会

長

に

選

定

さ

れ

た

。

前

会

長

の

小

林

栄

三

氏

は

相

談

役

に

選

任

さ

れ

た

。

　

理

事

会

後

に

は

、

健

康

経

営

に

関

す

る

講

演

が

開

か

れ

、

千

葉

大

学

病

院

の

吉

村

謙

佑

特

任

教

授

が

「

な

ぜ

法

人

会

が

健

康

経

営

に

取

り

組

む

の

か

？

」

を

テ

ー

マ

に

講

演

し

た

。

功

労

者

表

彰

式

で

は

、

斎

藤

新

会

長

よ

り

小

林

相

談

役

を

は

じ

め

と

す

る

受

賞

者

に

感

謝

状

が

贈

呈

さ

れ

た

＝

写

真

。

　

社

会

経

済

の

変

化

を

踏

ま

え

た

年

金

制

度

の

機

能

強

化

の

た

め

の

国

民

年

金

法

等

の

一

部

を

改

正

す

る

等

の

法

律

（

年

金

制

度

改

革

法

）

が

�

日

、

参

院

本

会

議

で

可

決

・

成

立

し

た

。

そ

の

後

、

�

日

に

公

布

さ

れ

て

い

る

。

５

月

�

日

に

自

民

、

公

明

の

与

党

と

立

憲

民

主

党

と

の

間

で

老

齢

基

礎

年

金

の

給

付

水

準

の

底

上

げ

策

を

修

正

案

と

し

て

盛

り

込

む

こ

と

に

合

意

が

な

さ

れ

（

６

月

２

日

号

４

面

参

照

）

、

同

法

に

は

３

党

に

よ

る

修

正

が

反

映

さ

れ

て

い

る

。

　

日

本

税

理

士

会

連

合

会

（

太

田

直

樹

会

長

）

は

９

日

、

愛

知

県

立

時

習

館

高

校

で

、

税

理

士

の

魅

力

を

伝

え

る

講

演

会

を

開

催

、

同

校

の

１

年

生

３

２

０

人

が

聴

講

し

た

＝

写

真

。

　

冒

頭

、

あ

い

さ

つ

に

立

っ

た

太

田

会

長

は

、

「

こ

の

講

演

会

は

、

若

者

に

税

理

士

の

魅

力

を

伝

え

る

た

め

に

行

っ

て

い

る

も

の

。

日

税

連

で

は

、

税

理

士

制

度

が

よ

り

魅

力

あ

る

も

の

と

な

る

よ

う

諸

施

策

を

講

じ

て

い

ま

す

。

本

日

の

講

演

を

聴

い

て

、

職

業

と

し

て

の

税

理

士

に

関

心

を

も

っ

て

ほ

し

い

」

と

呼

び

掛

け

た

。

　

続

い

て

、

前

政

府

税

制

調

査

会

会

長

で

東

京

大

学

名

誉

教

授

の

中

里

実

氏

が

職

業

選

択

の

考

え

方

と

専

門

家

の

意

義

に

つ

い

て

、

ま

た

、

日

税

連

の

神

津

信

一

顧

問

・

名

誉

会

長

、

東

海

税

理

士

会

の

片

山

泰

宏

会

長

が

、

税

理

士

の

実

務

な

ど

に

つ

い

て

、

そ

れ

ぞ

れ

講

演

を

行

っ

た

。

　

質

疑

応

答

で

は

、

「

税

理

士

と

公

認

会

計

士

の

違

い

は

何

か

」

「

税

理

士

試

験

の

簿

記

論

は

ど

の

よ

う

な

内

容

か

」

な

ど

の

質

問

が

あ

っ

た

。

　

最

後

に

は

、

同

校

出

身

の

東

海

会

の

内

藤

健

司

常

務

理

事

が

登

壇

し

、

後

輩

た

ち

に

税

理

士

の

魅

力

を

伝

え

た

。

　

国

税

不

服

審

判

所

は

�

日

、

令

和

６

年

�

～

�

月

ま

で

の

裁

決

事

例

８

件

を

追

加

し

、

同

所

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

で

公

表

し

た

。

　

８

件

の

内

訳

は

、

国

税

通

則

法

関

係

が

２

件

、

法

人

税

法

関

係

が

２

件

、

相

続

税

法

関

係

が

１

件

、

国

税

徴

収

法

関

係

が

３

件

と

な

っ

て

い

る

。

　

事

例

に

は

、

外

国

子

会

社

合

算

税

制

の

特

定

外

国

関

係

会

社

に

該

当

す

る

か

ど

う

か

の

判

定

に

お

け

る

株

式

等

保

有

割

合

の

「

株

式

又

は

出

資

の

数

又

は

金

額

」

の

読

み

方

は

、

「

株

式

の

数

」

「

株

式

の

金

額

」

「

出

資

の

数

」

及

び

「

出

資

の

金

額

」

の

４

通

り

の

組

み

合

わ

せ

が

あ

る

が

、

本

件

に

お

け

る

事

業

体

（

米

国

Ｌ

Ｌ

Ｃ

）

の

組

織

形

態

な

ど

を

考

慮

し

て

解

釈

す

る

と

、

請

求

人

の

主

張

す

る

「

出

資

の

数

」

で

は

な

く

、

「

出

資

の

金

額

」

に

よ

り

判

定

す

べ

き

と

し

た

も

の

な

ど

が

あ

る

。

　

改

正

内

容

の

う

ち

、

企

業

の

経

営

に

大

き

く

影

響

す

る

の

は

社

会

保

険

の

加

入

対

象

の

拡

大

で

、

短

時

間

労

働

者

の

社

会

保

険

加

入

要

件

に

つ

い

て

賃

金

要

件

（

い

わ

ゆ

る

１

０

６

万

円

の

壁

）

を

法

律

の

公

布

日

か

ら

３

年

以

内

に

撤

廃

す

る

ほ

か

、

現

在

は

�

人

以

上

の

企

業

に

限

っ

て

対

象

と

し

て

い

る

企

業

規

模

要

件

を

令

和

�

年

�

月

ま

で

�

年

を

か

け

て

段

階

的

に

廃

止

す

る

。

　

ま

た

、

常

時

５

人

以

上

を

使

用

す

る

個

人

事

業

所

に

係

る

社

会

保

険

の

非

適

用

業

種

（

法

定

�

業

種

以

外

）

を

解

消

し

、

常

時

５

人

以

上

使

用

す

る

個

人

事

業

者

は

す

べ

て

被

用

者

保

険

の

適

用

事

業

所

と

す

る

こ

と

と

し

た

。

た

だ

、

非

適

用

業

種

を

解

消

す

る

�

年

�

月

時

点

で

す

で

に

存

在

し

て

い

る

事

業

所

は

当

分

の

間

、

対

象

外

と

す

る

措

置

も

講

じ

る

。

　

税

制

に

関

わ

る

部

分

で

は

、

個

人

型

確

定

拠

出

年

金

（

イ

デ

コ

）

の

加

入

可

能

年

齢

を

�

歳

に

ま

で

引

き

上

げ

る

ほ

か

、

企

業

型

確

定

拠

出

年

金

の

加

入

者

が

事

業

主

の

拠

出

に

上

乗

せ

し

て

拠

出

で

き

る

マ

ッ

チ

ン

グ

拠

出

に

つ

い

て

事

業

主

掛

金

の

額

を

超

え

ら

れ

な

い

と

し

て

い

る

制

限

を

撤

廃

し

、

拠

出

限

度

額

の

枠

を

フ

ル

活

用

で

き

る

よ

う

に

す

る

こ

と

も

盛

り

込

ま

れ

て

い

る

。

　

全

国

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

（

藤

波

一

博

会

長

）

は

�

日

、

都

内

で

第

�

回

定

時

総

会

を

開

催

し

た

。

総

会

に

は

奥

達

雄

長

官

、

小

宮

敦

史

次

長

を

は

じ

め

と

す

る

国

税

庁

幹

部

、

総

務

省

の

伊

藤

正

志

大

臣

官

房

審

議

官

（

税

務

担

当

）

、

関

係

民

間

団

体

の

幹

部

な

ど

多

数

の

来

賓

が

出

席

し

た

。

　

冒

頭

、

藤

波

会

長

が

「

納

貯

活

動

の

主

軸

た

る

中

学

生

の

『

税

に

つ

い

て

の

作

文

』

事

業

に

つ

い

て

は

、

国

税

当

局

に

お

け

る

内

部

事

務

の

セ

ン

タ

ー

化

に

伴

い

、

作

文

事

業

に

関

わ

る

職

員

の

方

が

少

な

く

な

り

、

従

前

の

よ

う

な

税

務

署

か

ら

の

サ

ポ

ー

ト

が

期

待

で

き

な

い

状

況

に

な

っ

て

い

る

。

全

納

連

と

し

て

は

国

税

庁

と

一

層

の

意

思

疎

通

を

図

っ

て

協

力

体

制

を

築

い

て

い

く

所

存

だ

が

、

各

会

に

は

引

き

続

き

組

合

員

の

増

強

と

募

集

活

動

や

作

文

審

査

の

体

制

強

化

を

お

願

い

し

た

い

」

な

ど

と

あ

い

さ

つ

＝

写

真

。

　

続

い

て

議

事

に

入

り

、

令

和

７

年

度

事

業

計

画

案

や

収

支

予

算

案

な

ど

を

審

議

し

、

す

べ

て

の

議

案

を

承

認

。

ま

た

、

役

員

改

選

で

は

藤

波

会

長

が

再

選

さ

れ

た

。

　

中

小

企

業

庁

は

�

日

、

５

月

８

日

か

ら

募

集

を

開

始

し

た

「

１

０

０

億

宣

言

」

の

宣

言

企

業

一

覧

を

初

公

表

し

た

。

募

集

開

始

か

ら

約

１

か

月

に

当

た

る

今

月

９

日

ま

で

に

１

５

０

０

件

を

超

え

る

申

請

が

あ

り

、

申

請

が

あ

っ

た

も

の

の

う

ち

事

務

局

で

確

認

が

完

了

し

た

も

の

３

１

１

件

を

公

表

し

た

。

引

き

続

き

申

請

を

受

け

付

け

て

お

り

、

申

請

後

の

確

認

が

終

わ

っ

て

い

な

い

も

の

に

つ

い

て

は

事

務

局

で

の

確

認

が

完

了

次

第

、

順

次

公

表

し

て

い

く

と

し

て

い

る

。

　

１

０

０

億

宣

言

は

、

売

上

高

１

０

０

億

円

と

い

う

高

い

目

標

を

目

指

し

、

そ

れ

に

向

け

て

挑

戦

す

る

企

業

・

経

営

者

を

応

援

す

る

プ

レ

ジ

ェ

ク

ト

。

中

小

企

業

が

飛

躍

的

成

長

を

遂

げ

る

た

め

、

野

心

的

な

目

標

の

実

現

に

向

け

た

取

組

み

を

行

っ

て

い

く

こ

と

を

宣

言

す

る

。

　

今

月

９

日

ま

で

の

申

請

の

内

訳

と

し

て

、

売

上

高

の

規

模

は

�

億

円

台

か

ら

�

億

円

台

ま

で

幅

広

い

規

模

の

企

業

か

ら

申

請

が

あ

っ

た

ほ

か

、

業

種

も

製

造

、

卸

売

・

小

売

、

建

設

、

運

輸

・

郵

便

か

ら

宿

泊

・

飲

食

サ

ー

ビ

ス

な

ど

多

様

で

、

す

べ

て

の

都

道

府

県

の

企

業

か

ら

申

請

が

あ

っ

た

と

し

て

い

る

。

　

宣

言

を

行

っ

た

企

業

は

、

宣

言

が

要

件

と

な

っ

て

い

る

補

助

金

・

税

制

の

活

用

が

で

き

る

ほ

か

、

宣

言

企

業

向

け

の

定

期

的

な

経

営

者

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

イ

ベ

ン

ト

な

ど

に

参

加

で

き

る

。

（４）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　

法

人

税

法

は

、

昭

和

�

年

に

全

文

改

正

が

行

わ

れ

、

現

行

法

の

基

本

的

体

系

が

で

き

上

が

っ

た

。

そ

し

て

、

そ

の

年

か

ら

法

人

税

基

本

通

達

の

制

定

作

業

が

始

ま

り

、

昭

和

�

年

に

完

成

す

る

こ

と

に

な

っ

た

。

筆

者

は

、

昭

和

�

年

か

ら

�

年

ま

で

そ

の

制

定

作

業

に

加

わ

り

、

�

年

改

正

に

直

接

加

わ

っ

た

人

た

ち

と

そ

の

改

正

の

趣

旨

な

り

、

そ

れ

に

対

応

す

る

基

本

通

達

の

あ

り

方

に

つ

い

て

直

接

議

論

す

る

こ

と

が

で

き

た

。

こ

の

こ

と

は

、

筆

者

の

�

余

年

の

税

歴

の

中

で

、

最

も

感

銘

を

受

け

た

時

期

で

あ

っ

た

。

　

そ

の

経

験

の

中

で

、

法

人

税

の

所

得

金

額

計

算

の

基

礎

と

な

っ

て

い

る

法

人

税

法

�

条

の

存

在

の

重

要

性

を

認

識

で

き

た

。

そ

の

規

定

の

中

で

も

、

「

無

償

に

よ

る

資

産

の

譲

渡

か

ら

収

益

が

生

じ

る

」

こ

と

に

つ

い

て

は

、

そ

の

資

産

の

そ

の

時

の

価

額

に

よ

っ

て

、

貸

方

科

目

の

譲

渡

収

益

が

生

じ

、

同

時

に

そ

の

収

益

が

借

方

科

目

た

る

寄

附

金

等

に

な

る

こ

と

を

教

わ

っ

た

。

こ

の

よ

う

な

簡

潔

な

規

定

か

ら

、

益

金

と

損

金

が

同

時

に

認

識

で

き

る

か

ら

こ

そ

、

当

時

の

法

人

税

法

は

、

最

も

簡

潔

で

美

し

い

税

法

と

言

わ

れ

て

い

た

。

い

わ

ば

、

法

人

税

法

�

条

は

、

当

時

の

立

法

作

業

に

参

加

し

た

人

た

ち

の

誇

り

で

も

あ

っ

た

。

　

と

こ

ろ

が

、

平

成

�

年

の

法

人

税

法

改

正

に

お

い

て

、

法

人

税

法

�

条

の

２

が

制

定

さ

れ

る

こ

と

に

な

っ

た

。

そ

の

時

は

、

何

の

た

め

の

規

定

か

訝

し

く

思

っ

た

が

、

他

の

仕

事

に

紛

れ

中

身

を

確

認

す

る

こ

と

も

な

か

っ

た

。

し

か

し

、

最

近

、

法

人

税

法

�

条

と

�

条

の

２

の

関

係

を

検

討

す

る

必

要

が

生

じ

、

改

め

て

そ

の

条

文

を

確

認

し

て

み

た

。

　

法

人

税

法

�

条

の

２

は

、

そ

の

１

項

で

、

資

産

の

販

売

等

に

つ

い

て

の

収

益

の

計

上

時

期

（

引

渡

し

基

準

等

）

を

定

め

、

そ

の

２

項

で

、

そ

の

収

益

計

上

に

つ

き

一

般

に

公

正

妥

当

と

認

め

ら

れ

る

会

計

処

理

の

基

準

と

の

関

係

を

定

め

、

そ

の

３

項

で

、

収

益

計

上

に

関

す

る

「

損

金

経

理

」

の

拡

大

解

釈

を

示

し

、

そ

の

４

項

で

、

資

産

の

販

売

等

に

係

る

収

益

の

額

は

、

そ

の

販

売

等

の

そ

の

時

に

お

け

る

価

額

又

は

通

常

得

る

べ

き

対

価

の

額

に

相

当

す

る

金

額

に

よ

る

こ

と

と

し

、

そ

の

５

項

で

、

４

項

の

「

そ

の

時

に

お

け

る

価

額

」

又

は

「

通

常

得

る

べ

き

対

価

の

額

」

は

、

貸

倒

れ

等

の

可

能

性

が

あ

っ

て

も

そ

れ

を

排

除

す

る

こ

と

を

定

め

、

そ

の

６

項

で

、

前

記

の

各

項

の

規

定

は

、

無

償

に

よ

る

資

産

の

譲

渡

等

又

は

そ

の

対

価

が

経

済

的

な

利

益

に

よ

っ

て

行

わ

れ

る

場

合

に

適

用

さ

れ

る

こ

と

を

定

め

、

そ

の

７

項

で

、

資

産

の

販

売

等

に

係

る

収

益

の

額

を

修

正

す

る

場

合

の

修

正

方

法

を

定

め

て

い

る

。

　

そ

し

て

、

こ

の

よ

う

な

規

定

が

設

け

ら

れ

た

趣

旨

に

つ

い

て

、

立

法

担

当

者

は

、

収

益

認

識

に

関

す

る

国

際

会

計

基

準

の

整

備

に

対

応

し

て

、

我

が

国

で

も

、

企

業

会

計

基

準

委

員

会

が

、

平

成

�

年

３

月

�

日

に

「

収

益

認

識

に

関

す

る

会

計

基

準

」

（

企

業

会

計

基

準

第

�

号

）

及

び

「

収

益

認

識

に

関

す

る

会

計

基

準

の

適

用

指

針

」

（

企

業

会

計

基

準

適

用

指

針

第

�

号

）

を

公

表

し

た

こ

と

に

対

応

し

た

も

の

で

あ

る

、

と

説

明

し

て

い

る

。

　

し

か

し

な

が

ら

、

前

述

し

た

法

人

税

法

�

条

の

２

の

内

容

に

つ

い

て

は

、

前

述

し

た

法

人

税

法

�

条

の

規

定

の

中

で

簡

潔

に

規

定

さ

れ

て

お

り

、

そ

の

規

定

の

解

釈

も

確

立

さ

れ

て

お

り

、

法

人

税

基

本

通

達

に

お

い

て

は

、

各

取

引

ご

と

に

引

渡

基

準

に

基

づ

く

個

々

の

収

益

会

計

基

準

が

定

め

ら

れ

て

い

る

。

そ

れ

に

、

法

人

税

法

�

条

４

項

に

は

、

収

益

の

計

上

等

に

つ

い

て

、

一

般

に

公

正

妥

当

と

認

め

ら

れ

る

会

計

処

理

の

基

準

に

従

う

こ

と

も

定

め

て

き

た

は

ず

で

あ

る

。

　

さ

す

れ

ば

、

従

前

確

立

し

て

い

る

収

益

認

識

基

準

を

改

め

て

法

人

税

法

�

条

の

２

に

定

め

る

必

要

が

あ

る

と

は

考

え

ら

れ

な

い

し

、

い

た

ず

ら

に

条

文

を

増

や

し

、

法

人

税

法

を

複

雑

に

す

る

だ

け

の

よ

う

に

も

考

え

ら

れ

る

。

　

そ

れ

に

、

法

人

税

法

�

条

の

２

の

立

法

趣

旨

に

つ

き

、

企

業

会

計

基

準

の

整

備

に

対

応

し

た

旨

説

明

し

て

い

る

が

、

そ

れ

に

も

違

和

感

が

あ

る

。

け

だ

し

、

法

人

税

の

所

得

金

額

計

算

と

企

業

会

計

上

の

企

業

利

益

計

算

と

の

関

係

に

つ

い

て

は

、

平

成

�

年

以

降

、

法

人

税

と

企

業

会

計

と

は

そ

の

目

的

が

違

う

と

い

う

こ

と

で

、

「

課

税

ベ

ー

ス

拡

大

、

税

率

引

下

げ

」

の

名

の

下

に

、

主

と

し

て

、

法

人

税

の

損

金

計

上

を

企

業

会

計

よ

り

も

遅

ら

せ

て

き

た

は

ず

で

あ

る

。

そ

の

た

め

、

企

業

会

計

と

の

調

整

を

図

る

た

め

に

設

け

ら

れ

る

各

種

引

当

金

を

廃

止

・

縮

小

し

て

き

た

は

ず

で

あ

る

。

　

と

も

あ

れ

、

本

連

載

第

�

回

で

も

述

べ

た

よ

う

に

、

法

人

税

法

の

簡

素

化

の

見

地

か

ら

も

、

法

人

税

法

�

条

の

２

の

よ

う

な

規

定

は

見

直

し

し

て

い

た

だ

き

た

い

も

の

で

あ

る

。

　役員給与の支給方法の一種として事前

確定届出給与があります
。事前確定届出

給与は、役員の職務執行の対価として所

定の時期に、確定した額の金銭等を交付

する旨を定め、事前に税務署に届出をし

て支給する給与をいいます。事前確定届

出給与の支給に際しては様々な要件があ

りますが、今回は支給する事前確定届出

給与と職務執行期間との対応に焦点を当

て解説していきます。

１　職務執行期間との対応

　事前確定届出給与を支給する際の届出

は、原則として職務執行の開始の日もし

くは株主総会等の決議日から１月を経過

する日又は期首から４月を経過する日の

いずれか早い日までに提出する必要があ

ります。職務執行期間は、一般に定時株

主総会までの期間であるため、株主総会

等以前の期間の対価を事前確定届出給与

として支給することはできないことにな

ります。そのため、事前確定届出給与を

支給する場合には、対応する期間に疑義

が生じないようにする必要があります。

２　引当金の計上

　法人税法上では役員賞与引当金の損金

算入は認められていませんが、会計上で

は、期末後に開催される株主総会等にお

いて役員賞与を決議事項とする場合に

は、決議事項とする額又はその見込額（当

事業年度の職務に係る額に限るものとす

る）を、原則として、引当金に計上する

とされています。会計上の処理において、

引当金を計上することは、株主総会等の

前の期間（前事業年度）に対する対価と

考えられることから、引当金として計上

した金額を事前確定届出給与として届出

ることは、職務執行期間が合致しないた

め認められないと考えられます。

　なお、役員賞与の一部のみを引当金処

理していた事例（令和５年２月３日裁決）

においては、引当金を計上という会計処

理をもって直ちに職務執行の時期の判断

ができるものではないとされていること

から、会計上の処理だけで職務執行期間

の対応が決定されるものではなく、その

他の役員報酬の決議の状況や引当金の計

上方法など、総合的に判断されると考え

られます。

３　支給額の決定方法

　支給額を決定する際に前事業年度以前

の業績等を用いて算定する場合がありま

す。この算定方法について、あくまで支給

する職務執行期間における対価として具

体的な支給額を決定するための指針や参

考情報として用いている場合には、過去

の職務執行期間の対価にはならず、決定

方法として問題はないと考えられます。

　なお、過大な役員給与は損金不算入と

されているため、事前確定届出給与の支

給金額にも留意が必要です。

４　まとめ

　事前確定届出給与は、株主総会等で支

給額等が決議されます。その時にあわせ

て、職務執行期間を明示しておくことも、

支給する事前確定届出給与と職務執行期

間の対応を明確にする方法として有効と

考えられます。

（５） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　

本

書

は

、

所

得

税

法

�

条

だ

け

で

な

く

譲

渡

が

あ

っ

た

も

の

と

し

て

課

税

さ

れ

る

実

務

に

お

い

て

見

落

と

し

が

ち

な

事

項

を

通

達

・

情

報

・

判

例

か

ら

厳

選

し

�

余

の

事

例

で

解

説

。

個

人

か

ら

法

人

（

公

益

法

人

、

権

利

能

力

な

き

社

団

等

）

に

対

す

る

贈

与

・

遺

贈

、

包

括

遺

贈

に

係

る

限

定

承

認

、

共

有

地

分

割

、

借

地

権

課

税

、

遺

留

分

侵

害

額

請

求

に

よ

る

財

産

の

移

転

な

ど

、

一

歩

踏

み

込

ん

だ

み

な

し

譲

渡

所

得

課

税

に

お

け

る

究

極

の

一

冊

。

　

解

説

編

、

事

例

編

、

判

例

解

説

編

と

３

部

構

成

で

記

述

。

令

和

４

年

に

刊

行

さ

れ

た

「

事

例

と

解

説

に

よ

る

　

み

な

し

贈

与

課

税

の

実

務

」

に

続

く

み

な

し

シ

リ

ー

ズ

の

第

２

弾

。

　

事

例

に

は

、

負

担

付

贈

与

に

よ

り

取

得

し

た

資

産

を

譲

渡

し

た

場

合

の

取

得

費

等

、

土

地

の

貸

付

け

に

際

し

権

利

金

を

受

領

し

た

場

合

の

譲

渡

所

得

の

判

定

、

個

人

（

地

主

）

と

法

人

（

借

地

人

）

の

借

地

権

設

定

に

係

る

課

税

関

係

、

債

務

引

受

を

伴

う

財

産

分

与

、

譲

渡

者

が

「

中

心

的

な

株

主

」

で

あ

っ

た

場

合

、

個

人

（

被

相

続

人

）

が

法

人

（

一

般

法

人

、

人

格

の

な

い

社

団

等

、

持

分

の

定

め

の

な

い

法

人

）

に

対

し

て

遺

贈

し

た

場

合

の

課

税

関

係

な

ど

を

盛

り

込

む

。

　

Ａ

５

判

、

４

６

４

ペ

ー

ジ

。

定

価

３

９

６

０

円

（

税

込

み

）

。

　

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

相

続

時

に

空

室

が

あ

っ

た

共

同

住

宅

に

つ

い

て

、

請

求

人

が

そ

の

す

べ

て

が

貸

家

お

よ

び

貸

家

建

付

地

に

該

当

す

る

も

の

と

し

て

相

続

税

の

評

価

を

す

べ

き

で

あ

る

と

主

張

も

退

け

た

事

案

。

　

審

査

請

求

人

が

相

続

に

よ

り

取

得

し

た

共

同

住

宅

の

す

べ

て

の

住

戸

が

賃

貸

さ

れ

て

い

る

こ

と

を

前

提

に

共

同

住

宅

と

そ

の

敷

地

の

評

価

額

を

減

額

し

て

相

続

税

の

申

告

を

し

た

。

こ

れ

に

対

し

、

原

処

分

庁

が

共

同

住

宅

の

一

部

の

住

戸

が

相

続

開

始

日

に

空

室

で

あ

っ

た

こ

と

か

ら

減

額

の

一

部

は

認

め

ら

れ

な

い

な

ど

と

し

て

更

正

処

分

等

を

し

た

の

に

対

し

、

請

求

人

が

処

分

の

取

消

し

を

求

め

て

い

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

請

求

人

の

主

張

を

退

け

、

処

分

は

適

法

だ

っ

た

と

判

断

し

た

（

令

和

６

年

４

月

８

日

付

、

非

公

開

裁

決

）

。

基

礎

事

実

　

本

件

被

相

続

人

が

死

亡

し

、

そ

の

相

続

が

開

始

し

た

。

本

件

相

続

に

係

る

共

同

相

続

人

は

被

相

続

人

の

妻

、

長

女

、

長

男

の

３

人

だ

っ

た

。

　

本

件

相

続

で

３

人

は

被

相

続

人

の

所

有

し

て

い

た

３

軒

の

家

屋

と

土

地

な

ど

を

取

得

し

た

。

各

家

屋

は

、

い

ず

れ

も

建

物

の

構

成

部

分

で

あ

る

隔

壁

、

扉

、

階

層

等

に

よ

っ

て

他

の

部

分

と

完

全

に

遮

断

さ

れ

、

独

立

し

た

出

入

口

を

有

す

る

な

ど

独

立

し

て

賃

貸

そ

の

他

の

用

に

供

す

る

こ

と

が

で

き

る

各

独

立

部

分

に

よ

っ

て

構

成

さ

れ

て

い

る

。

　

各

家

屋

の

各

独

立

部

分

の

床

面

積

は

家

屋

１

が

約

１

３

４

０

平

方

㍍

、

家

屋

２

が

約

１

２

２

５

平

方

㍍

、

家

屋

３

が

約

７

６

０

平

方

㍍

で

あ

る

。

各

家

屋

の

各

独

立

部

分

の

う

ち

、

本

件

相

続

開

始

日

に

家

屋

１

と

家

屋

２

で

は

各

３

部

屋

、

家

屋

３

で

は

２

部

屋

が

い

ず

れ

も

空

室

だ

っ

た

。

こ

れ

ら

空

室

だ

っ

た

部

屋

の

空

室

期

間

は

短

い

も

の

で

３

か

月

と

�

日

、

長

い

も

の

で

１

年

８

か

月

程

度

だ

っ

た

。

　

請

求

人

ら

は

平

成

�

年

３

月

、

原

処

分

庁

に

対

し

、

本

件

相

続

に

係

る

相

続

税

の

申

告

書

を

を

共

同

で

提

出

し

た

。

な

お

、

請

求

人

ら

は

、

同

申

告

で

財

産

評

価

基

本

通

達

�

《

貸

家

建

付

地

の

評

価

》

の

⑵

に

定

め

る

賃

貸

割

合

を

い

ず

れ

も

１

と

し

、

評

価

通

達

�

に

定

め

る

貸

家

建

付

地

お

よ

び

評

価

通

達

�

《

貸

家

の

評

価

》

に

定

め

る

貸

家

と

し

て

の

減

額

を

行

い

、

各

家

屋

お

よ

び

各

土

地

の

評

価

額

を

計

算

し

て

い

た

。

　

そ

の

後

、

原

処

分

庁

が

請

求

人

ら

に

対

し

、

本

件

各

空

室

が

評

価

通

達

�

の

⑵

に

定

め

る

課

税

時

期

に

賃

貸

さ

れ

て

い

る

各

独

立

部

分

に

該

当

せ

ず

、

各

土

地

お

よ

び

各

家

屋

の

評

価

額

が

申

告

と

異

な

る

と

し

て

更

正

処

分

等

を

行

い

、

こ

れ

を

不

服

と

し

て

請

求

人

ら

が

審

査

請

求

を

し

た

こ

と

か

ら

争

い

と

な

っ

た

。

　

主

な

争

点

は

本

件

各

空

室

が

各

土

地

お

よ

び

各

家

屋

の

賃

貸

割

合

の

計

算

上

、

課

税

時

期

に

賃

貸

さ

れ

て

い

る

各

独

立

部

分

に

該

当

す

る

か

否

か

。

請

求

人

の

主

張

　

賃

貸

物

件

に

は

あ

る

程

度

空

室

が

生

じ

る

こ

と

が

普

通

で

、

常

に

満

室

と

い

う

状

況

は

あ

り

得

な

い

。

賃

貸

物

件

の

所

有

者

は

稼

働

率

を

上

げ

る

よ

う

努

力

し

て

募

集

す

る

な

ど

懸

命

に

不

動

産

賃

貸

業

を

営

ん

で

い

る

の

で

あ

る

か

ら

、

不

動

産

賃

貸

業

の

用

に

供

し

て

い

る

賃

貸

物

件

は

、

そ

の

す

べ

て

が

貸

家

お

よ

び

貸

家

建

付

地

に

該

当

す

る

も

の

と

し

て

相

続

税

の

評

価

を

す

べ

き

で

あ

る

。

原

処

分

庁

の

主

張

　

本

件

各

空

室

は

本

件

相

続

開

始

日

（

課

税

時

期

）

に

お

い

て

い

ず

れ

も

空

室

で

あ

り

、

各

空

室

の

う

ち

の

１

部

屋

は

入

居

者

の

事

故

死

が

判

明

し

て

以

来

、

臭

気

も

取

れ

ず

賃

貸

で

き

る

状

態

で

は

な

か

っ

た

。

ま

た

、

同

部

屋

以

外

も

最

も

短

い

も

の

で

空

室

期

間

が

３

か

月

と

�

日

に

及

び

、

同

期

間

に

入

居

者

を

募

集

で

き

な

い

よ

う

な

特

殊

な

事

情

は

な

く

、

退

去

予

定

の

入

居

者

が

ま

だ

居

住

し

て

い

る

時

点

で

新

た

な

入

居

者

が

募

集

さ

れ

て

い

た

こ

と

か

ら

す

る

と

、

課

税

時

期

前

に

賃

貸

借

契

約

終

了

後

も

引

き

続

き

賃

貸

さ

れ

る

具

体

的

な

見

込

み

が

客

観

的

に

存

在

し

た

に

も

か

か

わ

ら

ず

空

室

期

間

に

新

た

な

賃

貸

借

契

約

が

締

結

さ

れ

な

か

っ

た

こ

と

に

つ

い

て

合

理

的

な

理

由

が

存

在

し

た

な

ど

の

事

情

は

な

い

。

こ

れ

ら

か

ら

す

る

と

、

各

空

室

は

い

ず

れ

も

課

税

時

期

に

賃

貸

さ

れ

て

い

た

と

同

視

し

得

る

も

の

と

は

い

え

な

い

。

審

判

所

の

判

断

　

請

求

人

ら

は

、

相

続

財

産

で

あ

る

家

屋

お

よ

び

そ

の

敷

地

に

つ

い

て

、

不

動

産

賃

貸

業

の

用

に

供

し

て

い

る

共

同

住

宅

に

つ

い

て

は

、

課

税

時

期

に

そ

の

各

独

立

部

分

の

一

部

に

空

室

が

あ

っ

た

と

し

て

も

、

そ

の

す

べ

て

が

課

税

時

期

に

賃

貸

さ

れ

て

い

る

各

独

立

部

分

に

該

当

す

る

も

の

と

し

て

、

評

価

通

達

�

及

び

同

�

に

定

め

る

賃

貸

割

合

を

１

と

し

て

計

算

す

べ

き

で

あ

る

旨

主

張

す

る

。

　

本

件

各

空

室

が

、

課

税

時

期

前

後

の

賃

貸

状

況

等

に

照

ら

し

て

実

質

的

に

み

て

課

税

時

期

に

賃

貸

さ

れ

て

い

た

と

同

視

し

得

る

も

の

で

あ

る

か

否

か

を

検

討

す

る

と

、

本

件

相

続

開

始

日

前

後

の

空

室

期

間

は

最

も

短

い

も

の

で

も

３

か

月

と

�

日

に

及

ん

で

お

り

、

ま

た

、

各

空

室

の

賃

貸

借

契

約

が

本

件

相

続

開

始

日

前

に

終

了

し

た

後

も

引

き

続

き

賃

貸

さ

れ

る

具

体

的

な

見

込

み

が

客

観

的

に

存

在

し

た

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

賃

貸

借

契

約

終

了

か

ら

近

接

し

た

時

期

に

新

た

な

賃

貸

借

契

約

が

締

結

さ

れ

な

か

っ

た

こ

と

に

つ

い

て

合

理

的

な

理

由

が

存

在

し

た

な

ど

と

い

っ

た

事

情

も

う

か

が

わ

れ

な

い

。

　

加

え

て

、

請

求

人

ら

の

主

張

す

る

よ

う

に

、

極

力

空

室

期

間

が

長

引

か

な

い

よ

う

に

賃

貸

借

の

募

集

を

し

て

い

た

の

で

あ

れ

ば

、

む

し

ろ

、

そ

の

よ

う

な

募

集

を

し

て

い

た

に

も

か

か

わ

ら

ず

３

か

月

以

上

も

賃

貸

さ

れ

な

か

っ

た

と

み

る

べ

き

こ

と

も

あ

わ

せ

る

と

、

合

理

的

な

理

由

は

存

在

し

な

か

っ

た

と

い

え

る

。

　

以

上

か

ら

す

れ

ば

、

各

空

室

に

つ

い

て

、

本

件

相

続

開

始

日

前

後

の

賃

貸

状

況

等

に

照

ら

し

実

質

的

に

み

て

課

税

時

期

で

あ

る

本

件

相

続

開

始

日

に

賃

貸

さ

れ

て

い

た

も

の

と

同

視

し

得

る

も

の

と

は

い

え

な

い

。

　

し

た

が

っ

て

、

各

空

室

は

各

土

地

お

よ

び

各

家

屋

の

賃

貸

割

合

の

計

算

上

、

課

税

時

期

に

賃

貸

さ

れ

て

い

る

各

独

立

部

分

に

該

当

し

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



【

規

定

の

概

要

】

　

　

日

本

の

居

者

者

規

定

は

、

「

国

内

に

住

所

を

有

し

、

ま

た

は

、

現

在

ま

で

引

き

続

き

１

年

以

上

居

所

を

有

す

る

個

人

」

を

い

い

ま

す

。

　

居

住

者

の

定

義

は

国

に

よ

っ

て

様

々

で

す

が

、

一

般

的

に

１

８

３

日

ル

ー

ル

と

い

っ

て

、

年

間

１

８

３

日

以

上

、

そ

の

国

に

滞

在

す

る

と

居

住

者

と

判

定

さ

れ

る

ケ

ー

ス

が

多

い

と

い

え

ま

す

。

例

え

ば

、

韓

国

で

す

と

１

課

税

期

間

（

２

０

２

６

・

１

・

１

か

ら

２

課

税

期

間

に

改

正

な

の

で

、

韓

国

居

住

認

定

が

増

加

か

）

に

お

い

て

、

継

続

し

て

１

８

３

日

以

上

居

所

を

置

い

た

場

合

に

居

住

者

と

判

断

さ

れ

る

規

定

で

す

。

　

　

こ

の

１

年

ル

ー

ル

と

１

８

３

日

ル

ー

ル

の

衝

突

で

想

定

さ

れ

る

こ

と

は

、

両

国

間

で

の

居

住

者

認

定

で

す

。

こ

の

場

合

は

、

両

国

間

の

租

税

条

約

の

規

定

に

よ

っ

て

、

ど

ち

ら

か

一

方

の

国

の

居

住

者

認

定

を

行

う

こ

と

と

な

り

ま

す

（

我

が

国

は

双

方

居

住

者

を

認

め

て

い

ま

せ

ん

）

。

【

対

処

に

悩

ん

だ

事

例

】

　

し

か

し

、

下

図

の

３

つ

の

事

例

で

は

、

ど

う

で

し

ょ

う

か

？

（

ケ

ー

ス

１

）

双

方

非

居

住

者

に

当

た

る

場

合

に

、

自

主

的

に

居

住

者

認

定

し

て

課

税

関

係

を

処

理

す

る

の

か

ど

う

か

悩

ん

で

い

ま

す

。

（

ケ

ー

ス

２

）

双

方

非

居

住

者

に

該

当

す

る

と

判

断

さ

れ

る

場

合

に

、

両

国

内

で

租

税

条

約

を

適

用

し

な

い

で

、

課

税

関

係

を

処

理

し

て

よ

い

の

か

ど

う

か

悩

ん

で

い

ま

す

。

例

え

ば

、

工

業

所

有

権

等

の

使

用

料

支

払

の

使

用

地

主

義

と

債

務

者

主

義

の

適

用

は

、

他

方

の

居

住

者

に

支

払

う

配

当

は

制

限

税

率

（

�

％

）

の

適

用

外

か

―

―

が

あ

り

ま

す

。

（

ケ

ー

ス

３

）

双

方

非

居

住

者

に

該

当

だ

と

し

て

も

、

実

態

は

双

方

非

永

住

者

と

み

る

と

す

る

と

、

租

税

条

約

適

用

か

？

【

あ

っ

た

ら

い

い

な

、

こ

ん

な

規

定

】

（

ケ

ー

ス

１

）

双

方

非

居

住

者

は

現

行

税

法

で

は

認

め

て

い

な

い

？

ど

ち

ら

か

一

方

を

居

住

者

と

し

て

処

理

す

る

と

の

Ｆ

Ａ

Ｑ

が

あ

れ

ば

�

（

ケ

ー

ス

２

）

租

税

条

約

の

適

用

に

つ

い

て

の

Ｆ

Ａ

Ｑ

が

あ

れ

ば

、

悩

み

解

消

な

の

で

す

が

…

。

（

ケ

ー

ス

３

）

各

種

の

事

例

と

対

応

の

Ｆ

Ａ

Ｑ

が

あ

れ

ば

助

か

る

の

で

す

が

…

。

　

　

　日本酒の味を表す言葉で、最も馴染み深いのは甘い、

辛いでしょう。でも、日本酒は甘いか、辛いかだけで表現

できるほど単純ではありません。甘辛、酸味、旨味、苦

味のほか、渋味、コク、香り、舌の上に乗せた時の感触、

喉越し、濃度、余韻に感じる風味など、様々な要素がか

らみあってひとつのお酒の味わいを構成しています。

　しかも近年、日本酒は発泡タイプやうす濁り、アルコ

ール度数が軽いもの、白ワインを思わせるような酸の効

いたものなど、新タイプが次々と登場。味の幅は広く、

バラエティは豊かになりました。いつも飲んでいるあの

銘柄もいいけれど、あなたの知らない感動の日本酒がき

っとあるはず。未知の美酒に出会うために、ときにはじ

っくり味わい、感じたことを表現してみましょう。

き

　日本酒の味や香りを確かめることを唎き酒といいま

き

す。プロの唎き酒は、品質を確かめ、評価するために行

き

いますが、飲み手が唎き酒をする目的は、個性を味わ

い、自分の好みかどうかを判断する事です。初めのうち

は２種類を比べ飲みしてみると、違いがわかりやすいと

思います。唎き酒をしたら必ず言葉にすること。スマホ

にメモするのが手軽でいいでしょう。数をこなすうちに

語彙が増え、次第に自分が好む味や香りの傾向がつかめ

るようになってくるはず。そこで、好きなお酒に出会うた

めの唎き酒のポイントを２回に分けて紹介しましょう。

■観察する　日本酒はどれも透明で、見た目に違いはな

いと思っていませんか。２種類以上の日本酒を透明で柄

のないグラスに注いで並べると、緑がかっていたり、黄

色を帯びていたり、気泡や白い澱が入っていたり、照り

があったりと、どれひとつ同じではないことに気が付く

はず。色を感じるのはプラス要素。無色透明な酒は、仕

上げに濾過をし過ぎたことで、旨味も香りも取り除かれ

ていることがあります。搾ったあと、空気に触れること

で熟成し、時間が経つにつれて色は濃くなっていきます。

あえて熟成させて出荷する造り手もいますので、色が濃

くても初めから敬遠せず、よく観察しましょう。

■香りを鑑賞　香りは３段階でチェック。まず鼻に近づ

う わ だ か

けたときの「上立ち香」、次に口に含んだ時に広がる「含

み香」、飲み込んだ後に戻って来る香り「余韻」（または「残

り香」）を確認。さらに、香りの強弱や、何に似ているか（果

物、植物、穀類、食品などに例える）、余韻に感じる香り

の持続時間が長いか、短いかもチェックしましょう。

（７） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　神奈川・鎌倉税務署管内の税務関係６団

体で構成されている鎌倉団体長会（会長＝

内山四郎鎌倉青色申告会会長）は８月５日、

中学生の「税についての作文」対策セミナ

ーを開催する。

　今年は、夏場の暑さを考慮し、ビデオ通

話アプリ「Ｚｏｏｍ」を活用して中学生が

自宅で受講する方式で行う。

　６団体がリレー形式で講師を務め、全国

の中学１年生～３年生が参加可能だ。昨年

は、セミナーを受講した生徒の中から２名

が受賞した。

　同会は、「へぇ～�と驚く、『税』につ

いてのさまざまなトピックスが満載です。

作文を書くためのネタを提案します」と呼

び掛けている。詳細は次の通り。

【開催日時】８月５日（火）午前�時～�

時�分

【対象者】中学生（１年生～３年生）

【申込方法】グーグルフォームで、「氏名」

「学校名」「学年」「ＺｏｏｍＩＤ連絡用の

メールアドレス」「電話番号」を記載して送

信。

　右下の二次元コードを読み取ることで、

申し込みフォームに簡単にアクセスできる。

　なお、これらの個人情報については、同

セミナー以外には使用しな

い。

【参加費】無料

【問い合わせ先】鎌倉税務

署総務課（℡０４６７―２

２―５５９１）

　

福

岡

地

区

納

貯

連

協

議

会

（

坂

本

文

比

古

会

長

）

は

２

日

、

福

岡

市

内

で

第

�

回

通

常

総

会

を

開

催

し

た

。

博

多

、

香

椎

、

福

岡

、

西

福

岡

、

筑

紫

税

務

署

管

内

の

各

納

貯

連

の

役

員

、

来

賓

と

し

て

福

岡

国

税

局

の

幹

部

や

各

署

の

管

理

運

営

部

門

統

括

徴

収

官

ら

が

出

席

し

た

。

　

令

和

７

年

度

事

業

計

画

と

し

て

①

振

替

納

税

や

ダ

イ

レ

ク

ト

納

付

な

ど

の

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

普

及

拡

大

お

よ

び

消

費

税

期

限

内

完

納

推

進

、

②

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

普

及

定

着

の

推

進

、

③

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

の

周

知

・

広

報

な

ど

を

承

認

し

た

。

ま

た

、

役

員

改

選

も

行

わ

れ

、

坂

本

会

長

＝

写

真

＝

が

再

任

し

た

。

　

総

会

後

は

懇

談

会

が

開

か

れ

、

組

合

員

相

互

の

親

睦

を

深

め

た

。

　

一

般

社

団

法

人

西

福

岡

青

色

申

告

会

（

田

中

明

生

会

長

）

は

６

日

、

福

岡

市

内

で

第

�

回

定

時

総

会

を

開

い

た

。

役

員

や

会

員

、

来

賓

と

し

て

西

福

岡

税

務

署

の

加

藤

丈

智

署

長

ら

幹

部

が

出

席

し

た

。

　

令

和

７

年

度

事

業

計

画

の

重

点

事

項

と

し

て

、

組

織

運

営

の

充

実

強

化

、

相

談

・

指

導

活

動

の

充

実

、

広

報

活

動

の

推

進

な

ど

を

承

認

し

た

。

　

ま

た

、

任

期

満

了

に

伴

う

役

員

改

選

も

あ

り

、

新

会

長

に

幸

田

吉

史

氏

＝

写

真

＝

が

選

出

さ

れ

、

今

後

の

抱

負

を

述

べ

た

。

　

総

会

後

に

は

、

懇

親

会

が

開

か

れ

、

地

元

の

銘

酒

を

味

わ

い

な

が

ら

会

員

相

互

の

親

睦

を

深

め

た

。

　

福

岡

・

一

般

社

団

法

人

小

倉

青

色

申

告

会

（

梅

原

祐

治

会

長

）

は

６

日

、

北

九

州

市

内

で

第

�

回

定

時

総

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

役

員

や

会

員

、

来

賓

と

し

て

小

倉

税

務

署

の

小

林

秀

光

署

長

ら

幹

部

が

出

席

し

た

。

　

梅

原

会

長

の

あ

い

さ

つ

に

続

き

、

令

和

７

年

度

事

業

計

画

案

を

承

認

。

そ

の

最

重

点

事

業

と

し

て

、

▽

ス

マ

ホ

申

告

や

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

を

周

知

す

る

こ

と

で

、

会

員

事

業

所

の

従

業

員

が

行

う

還

付

申

告

等

を

支

援

す

る

▽

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

を

周

知

徹

底

し

、

制

度

の

運

用

が

円

滑

に

行

え

る

よ

う

強

力

に

サ

ポ

ー

ト

す

る

こ

と

な

ど

を

盛

り

込

ん

で

い

る

。

　

ま

た

、

役

員

改

選

も

あ

り

、

梅

原

会

長

が

再

任

し

た

。

　

総

会

後

に

は

、

記

念

講

演

が

行

わ

れ

、

福

々

亭

夢

蔵

氏

に

よ

る

落

語

「

明

烏

（

あ

け

が

ら

す

）

」

が

披

露

さ

れ

た

。

　

長

野

優

法

会

（

塚

田

裕

一

会

長

）

は

�

日

、

長

野

市

内

の

ホ

テ

ル

国

際

�

で

第

�

回

通

常

総

会

を

開

催

し

た

。

総

会

に

は

平

野

忠

範

署

長

を

は

じ

め

と

す

る

長

野

税

務

署

の

幹

部

な

ど

多

数

の

来

賓

が

出

席

し

た

。

　

塚

田

会

長

の

あ

い

さ

つ

に

続

い

て

議

事

に

入

り

、

令

和

７

年

度

事

業

計

画

案

、

収

支

予

算

案

な

ど

す

べ

て

の

議

案

を

承

認

し

た

。

　

総

会

後

に

は

講

演

会

が

行

わ

れ

、

パ

ー

ト

、

ア

ル

バ

イ

ト

と

と

も

に

歩

む

会

社

の

求

人

や

現

場

オ

ペ

レ

ー

シ

ョ

ン

の

標

準

化

、

従

業

員

の

ト

レ

ー

ニ

ン

グ

支

援

な

ど

を

行

う

㈱

ス

マ

イ

ル

・

ラ

ボ

代

表

取

締

役

の

赤

沼

留

美

子

さ

ん

が

「

地

方

で

の

企

業

経

営

人

手

不

足

と

向

き

合

う

パ

ー

ト

ア

ル

バ

イ

ト

は

戦

力

に

な

る

の

か

？

」

と

題

し

て

講

演

＝

写

真

。

　

働

き

手

不

足

が

叫

ば

れ

る

中

で

、

数

々

の

会

社

の

求

人

を

改

善

し

て

き

た

実

績

を

持

つ

赤

沼

さ

ん

が

、

ど

の

よ

う

な

媒

体

、

方

法

で

求

人

を

す

れ

ば

、

求

め

る

人

材

を

募

集

す

る

こ

と

が

で

き

る

か

ポ

イ

ン

ト

を

絞

っ

て

わ

か

り

や

す

く

説

明

し

た

。

　

一

般

社

団

法

人

熊

本

中

央

青

色

申

告

会

（

深

川

新

一

会

長

）

は

５

月

�

日

、

熊

本

市

内

で

創

立

�

周

年

記

念

式

典

を

開

い

た

＝

写

真

。

　

当

日

は

、

熊

本

国

税

局

の

片

岡

敬

介

課

税

部

次

長

や

田

原

良

信

個

人

課

税

課

長

、

熊

本

東

税

務

署

の

三

重

野

敬

三

署

長

、

友

誼

団

体

の

代

表

ら

が

来

賓

と

し

て

多

数

出

席

し

た

。

　

式

典

で

は

、

深

川

会

長

が

関

係

者

に

感

謝

の

意

を

伝

え

る

と

と

も

に

、

永

年

役

員

ら

に

記

念

品

と

感

謝

状

を

贈

呈

し

た

。

　

式

典

後

は

、

記

念

講

演

と

し

て

深

川

会

長

が

「

青

色

申

告

制

度

創

設

、

青

色

申

告

会

結

成

�

周

年

・

熊

本

中

央

青

色

申

告

会

創

立

�

周

年

」

の

テ

ー

マ

で

、

国

内

の

出

来

事

や

地

元

の

話

題

を

交

え

て

話

し

た

。

　

続

く

祝

賀

会

で

は

、

鏡

開

き

が

行

わ

れ

、

参

加

者

は

節

目

の

年

を

祝

っ

た

。

　

東

京

国

税

局

管

内

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

（

近

藤

忠

夫

会

長

）

は

９

日

、

都

内

の

上

野

精

養

軒

で

定

時

総

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

来

賓

に

は

、

星

屋

和

彦

東

京

国

税

局

長

ら

が

招

か

れ

た

。

　

事

業

計

画

で

は

、

中

学

生

の

「

一

日

税

務

署

長

」

に

つ

い

て

、

参

加

者

に

は

学

校

関

係

者

や

保

護

者

も

加

わ

り

、

年

毎

に

実

施

署

連

が

増

加

し

て

い

る

と

し

て

、

今

後

も

重

点

事

業

と

し

て

推

進

を

図

る

こ

と

、

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

は

、

社

会

全

体

の

デ

ジ

タ

ル

化

を

通

じ

て

、

国

民

や

企

業

の

利

便

性

を

図

る

有

意

義

な

施

策

で

あ

る

と

し

て

、

多

様

な

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

普

及

・

拡

大

に

向

け

た

Ｐ

Ｒ

活

動

を

推

進

す

る

こ

と

な

ど

を

確

認

し

た

。

　

そ

の

後

の

懇

親

会

で

は

、

関

係

者

ら

が

今

後

の

会

活

動

な

ど

に

つ

い

て

意

見

交

換

を

行

っ

た

。

　

一

般

社

団

法

人

東

京

青

色

申

告

会

連

合

会

（

相

原

博

会

長

）

は

租

税

教

育

の

一

環

で

都

内

在

住

、

在

学

の

高

校

生

、

大

学

生

・

専

門

学

校

生

か

ら

税

を

テ

ー

マ

に

し

た

動

画

作

品

を

募

集

す

る

「

第

１

回

青

色

申

告

会

税

に

関

す

る

動

画

グ

ラ

ン

プ

リ

」

を

実

施

す

る

。

　

募

集

は

９

月

９

日

ま

で

。

税

を

テ

ー

マ

に

し

た

動

画

作

品

で

あ

れ

ば

よ

く

、

表

現

方

法

（

実

写

、

ア

ニ

メ

、

３

Ｄ

な

ど

）

は

問

わ

な

い

が

、

Ａ

Ｉ

に

よ

る

作

品

は

不

可

。

動

画

の

長

さ

や

作

品

容

量

な

ど

に

規

定

が

あ

る

。

　

グ

ラ

ン

プ

リ

に

は

、

高

校

生

部

門

は

Ａ

ｍ

ａ

ｚ

ｏ

ｎ

ギ

フ

ト

カ

ー

ド

５

万

円

分

、

大

学

生

・

専

門

学

校

生

部

門

は

賞

金

�

万

円

が

贈

ら

れ

る

。

　

詳

し

く

は

同

会

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

等

で

確

認

を

。

（８）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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